
河川情報の伝え方へのアプローチ

国土交通省水管理・国土保全局
河川計画課 河川情報企画室長

島本 和仁
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本日のお話
・平成３０年７月豪雨について

・平成３０年７月豪雨における河川情報における課題

・住民自らの行動に結びつく

水害・土砂災害ハザード･リスク
情報共有プロジェクト

・国土交通省 お役立ちサイト
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西日本と東日本における記録的な大雨について（6/28～7/6）平成30年７月豪雨の特徴（降雨）
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48時間降水量の期間最大値（期間2018年6月28日～7月8日）実況天気図（2018年7月7日6時00分時点）

※気象庁ウェブサイトを基に作成

梅雨前線が停滞、台風から湿った空気が供給 広い範囲で記録的な大雨 長期間の大雨

観測史上1位の更新箇所数
（時間降水量別）
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○ 6月28日から7月8日までの間、西日本を中心に、広い範囲で記録的な大雨となり、平年の月降
水量の4倍となる大雨となった地点もあった。

○ 特に長時間の降水量について多くの観測地点で観測史上1位を更新し、24時間降水量は77地
点、48時間降水量は125地点、72時間降水量は123地点で観測史上1位を更新した。

○ 背景要因として、気象庁は「地球温暖化による気温の長期的な上昇傾向とともに、大気中の水蒸
気量も長期的に増加傾向であることが寄与したと考えられている。」とし、はじめて個別災害につ
いて気候変動の影響に言及

※全国の気象観測地点は約1,300地点



高梁川水系小田川（岡山県倉敷市）
• 左岸及び複数の支川の決壊、右岸の越水により、

真備町を中心に浸水被害（約1,200ha、約4,600戸）

肱川水系肱川（愛媛県大洲市）
• 越水等により、大洲市全域で浸水被害（約3,100戸）

東大洲地区の浸水状況

平成30年７月豪雨により、広域的かつ同時多発的に河川のはん濫、がけ崩れ等が発生。
これにより、死者224名、行方不明者8名、住家の全半壊等21,460棟、住家浸水30,439棟

の極めて甚大な被害が広範囲で発生。

あやべしうえすぎちょう

京都府綾部市上杉町

■各地で土砂災害が発生

■各地で洪水被害が発生

ひろしまし あさきたく くちたみなみ

広島県広島市安佐北区口田南

※：消防庁「平成３０年７月豪雨及び台風第１２号による被害状況及び消防機関等の対応状況（第58報）」
（平成30年11月6日）

平成30年7月豪雨による一般被害
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平成３０年７月豪雨における
河川情報における課題・・・
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高梁川水系小田川における浸水・被害状況
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小田川（倉敷市真備町）では、洪水浸水想定区域と実際の浸水範囲がほぼ一致
にもかかわらず、５１名が死亡。特に死者の約８割が７０歳以上。

＜凡 例＞

※倉敷市の洪水・土砂災害ハザード
マップにＨ３０年７月豪雨における実際
の浸水範囲を加筆 6



高梁川水系小田川における危険情報の発表状況

小田川（倉敷市真備町）では、洪水予報、避難指示など様々な危険情報を発表

特別警報のおそれ
10:30

7/6 11:30
避難準備・高齢者等避難開始発令

7/6 23:45
真備地区（小田川の南側）避難指示(緊急)発令

7/7 1:30
真備地区（小田川の北側）避難指示(緊急)発令7/6 22:00

真備地区全域に避難勧告発令

大雨特別警報・警
報・注意報

小田川洪水予報

10:33 5:53

22:40 23:10

15:10

22:41

22:20 0:30
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高梁川洪水予報

［矢掛水位観測所］

水位(m)

22:10

18:30 19:40

大雨特別警報
（浸水害）

23:10

大雨特別警報
（土砂災害）

22:40
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危険）
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発令
（小田川
の水位上
昇」

避難指示
（緊急）発
令（小田
川南側氾
濫のおそ
れ）

避難勧告
発令
（高梁川
の水位上
昇）

避難指
示（緊
急）発令
（高馬川
の堤防
越水と小
田川か
らの水
の流れ
込み）

避難勧告
を発令
（足守川
の水位上
昇のた
め）

避難指
示（緊
急）発令
（真備地
区全域）

中国地
方整備
局

河川氾濫
のおそれ
（高梁川
の秦（総
社市）付
近で「氾濫
危険水
位」に到
達）

河川氾
濫発生
（小田川
の倉敷
市真備
町箭田
（右岸）
付近で
堤防越
水）

河川氾濫
のおそれ
（高梁川
の酒津
（倉敷市）
付近で
「氾濫危
険水位」
に到達）

気象庁

岡山県
に特別
警報（大
雨）

災害時に提供される多数の情報

○ 緊急速報メールは、「生命に関わる緊急性の高い情報を、特定のエリアの対応端末に配信するもの」として
位置付け。※１

○ 倉敷市真備町においては、平成30年７月６日から７日にかけて、住民に対し、倉敷市、中国地方整備局、気
象庁から合計16回にわたり、緊急速報メールで避難情報等が提供。※２

○ 緊急速報メールに加えて、防災行政無線や登録制メール等で災害等に関する様々な情報が提供。

倉敷市真備町における緊急速報メールの配信事例 広島市のある小学校区内の住民等が受け取った可能性がある情報

特別警報
⼟砂災害警戒情報
警報
注意報

＜警報・注意報等＞ 防災⾏政無線
登録制メール
Lアラート
緊急速報メール

洪⽔氾
濫を対象

※１：「緊急速報メール配信の手引き」（第2. 1版）（携帯事業者作成）
※２：文字数制限により避難所情報については、複数回に分けて配信している。

※内閣府 平成３０年７月豪雨による水害・土砂災害からの避難に関する
ワーキンググループ 資料より引用
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平成30年7月豪雨人的被害箇所における
土砂災害防止法に基づく警戒区域指定状況

○土砂災害による死者・行方不明者は１１９名、このうち現時点で被災位置が特定で
きたのは１０７名、うち、約９割（９４名）は土砂災害警戒区域内等で被災

第１回 平成３０年７月豪雨災害を踏まえた今後の水害・土砂災害のあり方検討会
資料より抜粋：広島県提供

区域内等が約９割

＜凡例＞土砂災害警戒区域
■ ①区域内（警戒区域の指定又は基礎調査完了）

■ ②区域外（基礎調査は未了だが土砂災害危険
箇所として把握）

■ ③区域外（上記以外）

※ 平成30年8月15日 13:00時点
※ 今後の精査により、情報が変わる可能性がある。

特別警戒区域

警戒区域

＜凡例＞
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発災前

に発表
100%

平成３０年７月豪雨における土砂災害警戒情報の発表状況

○人的被害（死者）が発生した５３箇所のうち、発災時刻※が特定できた全箇所（５
３箇所）で、土砂災害発生前に土砂災害警戒情報が発表済み。

土砂災害警戒情報の発表状況土砂災害警戒情報の発表状況
（平成30年7月2日～7月9日6:05） （平成30年8月8日時点）

■土砂災害警戒情報が
発表された市町村
（３４県５０５市町村）

発災後に発表0％

(53）

(※)災害発生時刻は報道情報等含む。

全国 N=53

発災前に発表 発発災前に発表 発災後に発表
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被災者アンケート（広島県、岡山県、愛媛県）

被災者の避難のきっかけの多くは、周辺の環境悪化や消防・警察・近所の呼びか
けによるもので、自分の身に危険が差し迫るまで避難を決断していない。

避難にあたっては、避難情報の他、水位情報も参考にした人もいたが、リスク情報
を参考にする人は少ない。

最初に避難するきっかけになったのは何か 避難する際に参考にした情報は何か

ＮＨＫ被災者アンケート
（広島県、岡山県、愛媛県の被災者３１０人対象）

⇒身に危険が差し迫るま
で避難を決断していない

⇒半数近くの人が災害リスク情報に関心
を示していない。

資料）NHKWEB：「西日本豪雨１か
月 「今後の住まい」に不安 被災者
アンケート」（ 2018年8月6日 5時06
分）より国交省作成

ＮＨＫ調査
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被災者アンケート（岡山県真備町）

○自ら避難した人の避難行動のきっかけ「川の水位が上がってきたから」「携帯電話のエリ
アメール」。

○救助された人の避難しなかった理由「これまで災害を経験したことはなかったから」（62％）
「2階に逃げれば大丈夫だと思ったから」（50％）。

※、阪本真由美（兵庫県立大学）・松多信尚（岡山大学）・廣井悠（東京大学）が山陽新聞社とともに実施した調査結果に基づく

避難行動のきっかけ 避難しなかった理由

兵庫県立大 阪本准教授調査
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平成３０年７月豪雨災害のまとめ

①西日本を中心に、広域的かつ同時多発的に水害・土砂

災害が発生。

②今回の豪雨では、洪水浸水想定区域や土砂災害警戒
区域において、避難行動を促す情報が発令されていた
にもかかわらず、人的被害が多く発生。

③被災者の多くが高齢者。

④情報があっても、我が事とならない限り人は逃げない！
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大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策検討小委員会

高梁川水系小田川堤防調査委員会

実効性のある避難を確保するための
土砂災害対策検討委員会

野村ダム・鹿野川ダムの操作に関わ
る情報提供等に関する検証等の場

異常豪雨の頻発化に備えたダムの洪
水調節機能に関する検討会

住民自らの行動に結びつく水害・土砂災害
ハザード・リスク情報共有プロジェクト

都市浸水対策に関する検討会

・小田川で発生した堤防の決壊に関する被災要因分析
・堤防工法等の検討（河道掘削、樹木伐採、支川合流部対策、浸透対策）

・ハザードマップ、土砂災害警戒情報等の検証
・住民が避難可能なタイミングでの情報提供のあり方

・より有効な情報提供や住民への周知のあり方の検証
・より効率的なダム操作について技術的に考察

・現在の異常洪水時特別操作等を含むダム操作の分析（下流河川の状況、ダムの放流設備や運用）
・より効果的なダム操作に向けた検討
・ダム下流部におけるダム放流の情報提供等のあり方の検討

• 情報を発信する行政と情報を伝えるメディア関係者などが連
携し、それぞれの特性を活かして、住民避難行動に結びつく
災害情報の提供・共有方法を検討・河川の水位を踏まえた効果的なポンプ排水と貯留の実施

・速やかに復旧するための施設整備のあり方 など

・各検討会で抽出した課題・検討結果を踏まえ、今後の対策についてとりまとめ

（内閣府）平成30年7豪雨によ

る水害・土砂災害からの避難に

関するワーキンググループ

（広島県）平成30年7月豪雨災害

を踏まえた今後の水害・土砂災害

対策のあり方検討会

（岡山県）平成30年7月

豪雨災害検証委員会

（岐阜県）平成30年7月

豪雨災害検証委員会

連
携

（気象庁）防災気象情報の伝え方に関する検討会

・避難等の防災行動に役立つための防災気象情報の伝え方の検討 など

大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策検討小委員会に関わる全体の検討体制
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平成30年7月豪雨災害において、ハザードマップの存在を知らなかったとの声や、あらかじめ災害リスクが

公表されていた場所で被災していたことなどを踏まえ、住民行動に結びつく水害・土砂災害情報の提供・共

有方法について、情報関連関係者での新たな対応策、連携策をとりまとめ。

＜Ｈ３０年7月豪雨における主な特徴と課題＞

各種の水害・土砂災害情報が住民の危機感に結びつきにくいという以下の

課題が見られた

 危険が想定されたところで災害が発生し死者が発生

 避難指示・勧告、各種災害情報が住民の危機感に結びつかず

 提供・配信される各種情報に住民が気づかない（豪雨の音、就寝）

よりリアリティのある情報を、個々の住民にどのように届けるか？

住民が行動するきっかけを与える情報はどのようなものがよいか？

住民に直接伝えるチャンネルとなる多様なメディアと国とが連携した新たな

取り組みとして何ができるか？

＜主な論点＞
論点1：住民に切迫性を伝えるために何が

できるか？

論点２：情報弱者に水害・土砂災害情報を
どのように伝えるか？

論点３：より分かりやすい情報提供の在り
方は？

＜スケジュール＞

第１回全体会議（10/4）

・平成30年7月豪雨災害の概要

・論点説明

＜個別WG>

・各主体から論点別に意見発表・交換

・計４回程度開催予定

第２回全体会議（11/29）

・対応策・連携策とりまとめ

（情報共有プロジェクト）

発災直前から氾濫の危険性を伝える水位情報や、土砂災害危険情報を

住民に届ける方法

各メディアの特性に応じた、住民との情報共有の方法

住民一人一人が逃げる決断をする情報表現方法（洪水情報の見える化）

情報発信者から直接住民へ情報を届ける方法（プッシュ型配信など）

デジタル情報弱者への情報提供のあり方

等について、参加メンバーが連携しつつそれぞれの具体的な対策を検討

そのため、

発災時の水害・土砂災害情報の共有方法を官・民あげて改善す
るための対応策・連携策をプロジェクトとしてとりまとめ

住民自らの行動に結びつく水害・土砂災害ハザード・リスク情報共有プロジェクト
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参加団体等一覧
＜参加団体＞
日本放送協会
一般社団法人 日本民間放送連盟
一般社団法人 日本ケーブルテレビ連盟
株式会社 エフエム東京
全国地方新聞社連合会
NPO法人 気象キャスターネットワーク
株式会社 NTTドコモ
KDDI株式会社
ソフトバンク株式会社
ヤフー株式会社
Twitter Japan株式会社
LINE株式会社
グーグル合同会社
一般財団法人 道路交通情報通信システムセンター
一般財団法人 マルチメディア振興センター
新潟県見附市（理事兼総務部長 金井薫平）
常総市防災士連絡協議会（事務局長 須賀英雄）

国土交通省 水管理・国土保全局
道路局 道路交通管理課

高度道路交通システム推進室
気象庁 予報部業務課

＜オブザーバー＞
内閣府（防災担当）
総務省 情報流通行政局 地域通信振興課
総務省消防庁 防災課

防災課 防災情報室
国土交通省 大臣官房 広報課
技術調査課 電気通信室
国土地理院 応用地理部
国土技術政策総合研究所

事務局：国土交通省水管理・国土保全局河川計画課

第１回全体会議（10月4日） 16



平成３０年７月豪雨災害に関する報道

★住民に切迫性が伝わらなかった
・避難指示を出した東広島市は、HPのほか、地元FMラジオやケー

ブルテレビ、防災メールで避難を呼びかけたが避難に結びつかな
かった（7/10日経・東広島市）

・明確な意思表示（避難勧告等）を行っても住民には届いていない
（7/13毎日・レスキューストックヤード理事）
・自分の身に危険が差し迫るまで、避難を決断せず
（8/6NHK・アンケート結果）
・避難指示、勧告の対象者は約863万人にのぼったが、実際に避難
した人は0.5％に満たない（8/7産経・消防庁）
・災害情報を住民に伝える方法が課題（8/7日経・社説）
・気象庁はできる限りの呼びかけをしたが伝わらなかった

（8/25読売・気象庁）

★避難行動に移せなかった

・携帯の警告音が鳴り、テレビのテロップが流れる。真備町住民は、
どのタイミングで逃げれば良いのか（7/14朝日・記者）
・避難が必要と感じた251人のうち、実際に避難は41人

（9/1読売・（株）ウェザーニューズアンケート）

・実際に川を見に行くと水位は高くなく、その日は自宅で過ごした
（7/12日経・真備町住民）

論点①：住民に切迫性を伝え
るために何ができるか？

好事例：

・民家に設置した雨量計が基準値に達すると住民にメールで警告す
るほか、川沿いに置いた水位監視カメラを使って危険を知らせ、西日
本豪雨でも早めの避難につながった（8/21毎日・記者）

平成３０年７月豪雨災害における住民や専門家等の課題報道から、住民自らの減
災行動に結びつく情報共有に向けた論点をまとめると、以下の３つに大別される。
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平成３０年７月豪雨災害に関する報道

★水災害・土砂災害情報の伝え方、伝わり方
・防災無線がなく、FMラジオ局の放送や登録メールしかなかった
（7/8東京・東広島市）
・60歳以上避難せず97％（9/2読売・CeMI研究所）
・避難勧告、指示が適切に出せていたか、高齢者や体の不自由な方への伝
達する仕組みが課題（7/13朝日・社説）

・防災無線が聞き取れず、スマホを持たない高齢者が逃げ遅れたのではな
いか（7/16東京・真備町住民）

・テレビの注意喚起ではなく、隣家の人に「逃げよう」と言われた方が切迫感
も増し避難につながる（9/1読売・防災システム研究所）

論点②：情報弱者に
水害・土砂災害
情報を伝える方法
とは？

★より分かりやすい情報提供のあり方
・特別警報が発令された事は8割以上の方々が認知していたが、その意味
を正しく理解していた方は約5割 （8/2朝日・静岡大アンケート）
・行政用語でなく、切迫性が伝わるように表現すべき
（7/20産経・防災システム研究所）
・情報を避難行動に利用してもらう工夫が必要（9/1東京・社説）

★有効なハザードマップ情報の提供方法
・自宅付近のハザードマップを見たことがない48％。水害リスクの確認をし
ていない25％（8/26読売・損保ジャパンアンケート）

・ハザードマップを知る人の方が早期避難の傾向があった。行政がハザード
マップをどう周知させるかが課題（8/8産経・産経アンケート）

★多すぎる情報への対処をどうすべきか
・河川洪水など12種類の防災情報が閲覧可能（8/26読売・社説）

論点③：より分かり
やすい情報提供の
あり方は？

好事例：

・一帯を回っていた消防団員や近所の人からの避難を進められ車で逃げ
た。逃げていなかったらどうなっていたか（9/1読売・真備町住民）
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デジタルメディアの状況
（出典：博報堂DYメディアパートナーズ「メディア定点調査2018」時系列分析）
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デジタルメディアの状況
（出典：博報堂DYメディアパートナーズ「メディア定点調査2018」時系列分析）
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デジタルメディアの状況
（出典：博報堂DYメディアパートナーズ「メディア定点調査2018」時系列分析）
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デジタルメディアの状況
（出典：博報堂DYメディアパートナーズ「メディア定点調査2018」時系列分析）
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論点③：住民に切迫性を伝えるために何ができるか？

論点②：より分かりやすい情報提供のあり方は？

論点①：情報弱者に水害・土砂災害情報を伝える方法とは？

西日本と東日本における記録的な大雨について（6/28～7/6）全体会議における主な意見

 高齢者に対する情報メディアアプローチ
・視覚的な情報（ＴＶ）活用の優位性

・フィーチャーフォン活用が有効である一方、スマートフォンを
利用しやすい環境にしていくことも重要

 インバウンド対応も必要

 情報の単純化が必要
・複数の（行政）機関からの多すぎる情報。飽和による無理解の解消必要。
・「分かりやすさ」のため、咀嚼による単純化が必要

 情報発信（箇所）の一元化
 情報の単純化、活用の向上（引いては行動の契機となる）のためには情報の精度向上が必要
 メディア間連携、行政間連携、行政・メディア連携が必要
 単一サービスだけでは避難へつなげることが困難。
 何をすればよいかを適切に伝える必要

 ストック情報（ハザードマップ等）の適切な活用のための情報提供のタイミングと手段を考える
べき

 デマ情報には、公式情報がしっかりと発信することが重要。

 切迫性・リアリティの追及必要。テキストだけでなく、画像・カメラ情報、地図情報が優れている

 ローカライズ情報、地域の方がピンとくる地名情報の活用、地域密着性の高いメディア媒体の
活用が個人を促す

 情報の個人カスタマイズ化による提供が、行動につながる
 緊急速報メールのように、真に重要な情報に対する住民の理解が必要
 プロが情報をしっかりデリバリーすることが効果的。
 専門家などによる情報の解説が必要

情報の単純化・
一元化

メディア間、行政
間、行政・メディア
間の連携

地域密着型の情報

個人カスタマイズ情
報

24



メディアの特性を活用した災害情報の提供

対策の内容・効果

○ 民間事業者が持つ情報の特性に応じた情報発信を行うことで、住民一人一人の避難行動を促す。

河川情報の情報発信手段は「プッシュ型の情報発信」「ブロードキャスト型の情報発信」「プル型の情報
発信」に大別される。

⇒住民自らの行動に結びつく水害・土砂災害ハザード・リスク情報共有プロジェクトでの議論を踏まえ、
情報発信手段の特性に応じた河川情報を民間事業者に提供することで、住民一人一人の避難行動を促す。

プッシュ型の情報発信
（個人に強制的に届く情報）

ブロードキャスト型の情報の発信
（不特定多数に届く情報）

プル型の情報の発信
（個人が知りたい情報を選択）

多い・詳細

・緊急速報メール（携帯電話、スマートフォン）
※生命に関わる緊急性の高い情報を特定エリアに配信

・ニュース（テレビ、ラジオ）
・河川カメラの映像配信（テレビ、ケーブルテレビ）
・データ放送（テレビ、ケーブルテレビ）

（パソコン、スマートフォン）
・国土交通省 川の防災情報等
・民間情報サイトにおける河川・防災情報の発信
・SNSを活用した河川・防災情報の発信

情報量
少ない・簡易
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受け身の個人 行動する個人へ
避難
決断

誘導
（二次元コード、共通

ハッシュタグ等）

個人
カスタマイズ

ブロード
キャスト型

従来 強化

公式アカウントで情報発信

気象・水害・土砂災害情報
Ａ：災害情報単純化プロジェクト 水害・土砂災害情報統合ポータルサイト、情報の「ワンフレーズ・マルチキャスト」の推進

等

緊急速報メール 等

（緊急速報メールの配信文例の統一化 等）

ネット情報

プル型

避難インフルエンサー

Ｅ：災害情報メディア
連携プロジェクト

Ｆ：地域コミュニティ
避難促進プロジェクト

Ｃ：災害リアリティー伝達プロジェクト

専門家の解説切迫した
カメラ映像

防災コラボチャンネル（CATV☓ローカルFM）

新聞（ハザードマップ掲載等）

Ｂ：災害情報我がことプロジェクト

Ｄ：災害時の意識転換
プロジェクト プッシュ型（気付き）

住民自らの行動に結びつく水害・土砂災害ハザード・リスク情報共有プロジェクト 取組概念図

ＴＶ・ラジオ・ＣＡＴＶ等

防災マイ・ページ
マイ・タイムライン等

Ｂ：災害情報我がことプロジェクト
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＜地域・行政＞
新潟県見附市、常総市防災士連絡協議会、

国土交通省水管理・国土保全局、道路局道路交通管理課
高度道路交通システム推進室、気象庁予報部業務課
＜放送事業者・関連団体＞
エフエム東京、日本放送協会、日本民間放送連盟、
日本ケーブルテレビ連盟、気象キャスターネットワーク
＜新聞団体＞
全国地方新聞社連合会
＜ネット・SNS事業者＞
グーグル、ヤフー、LINE、Twitter Japan、
ソフトバンク、KDDI、NTTドコモ
＜行政関連団体＞
道路交通情報通信システムセンター、
マルチメディア振興センター

住民自らの行動に結びつく水害・土砂災害ハザード・リスク情報共有プロジェクト プロジェクトレポートの概要

第1章 プロジェクトの趣旨

Ｂ：災害情報我がことプロジェクト
⑧地域防災コラボチャンネルの普及促進
⑨水害リスクラインによる地先毎の危険度情報の提供
⑩ダム下流部のリスク情報の共有
⑪ダムの状況に関する分かりやすい情報提供
⑫天気予報コーナー等での地域における災害情報の平常時からの積極的

解説
⑬テレビ、ラジオ、ネットメディア等と連携した「マイ・タイムライン」の普及促進
⑭マイ・ページ ～一人一人が必要とする情報の提供へ～
⑮スマホアプリ等の活用促進に向けた災害情報コンテンツの連携強化

Ａ：災害情報単純化プロジェクト
①水害・土砂災害情報統合ポータルサイトの作成
②ＤｉＭＡＰＳによる災害ビッグデータを含む事前情報・被害情報の一元表示
③一元的な情報伝達・共有のためのＬアラート活用
④「ワンフレーズ・マルチキャスト」の推進
⑤災害情報（水害・土砂災害）用語・表現改善点検会議の実施
⑥天気予報コーナー等での水害・土砂災害情報の平常時からの積極的解説
⑦災害の切迫状況に応じたシームレスな情報提供

Ｃ：災害リアリティー伝達プロジェクト
⑯河川監視カメラ画像の提供によるリアリティーのある災害情報の積極的な

配信
⑰道路利用者に対するリアリティーのある災害情報の提供
⑱水害・土砂災害情報を適切に伝えるため専門家による解説を充実

Ｄ：災害時の意識転換プロジェクト
⑲住民の避難行動のトリガー情報の明確化
⑳緊急速報メールの重要性の住民への周知
㉑緊急速報メールの配信文例の統一

Ｅ：災害情報メディア連携プロジェクト
㉒新聞等の紙メディアとネットメディアの連携
㉓テレビ等のブロードキャストメディアからネットメディアへの誘導
㉔様々なメディアでの行政機関の災害情報サイトの活用
㉕災害情報のＳＮＳへの発信力の強化
㉖行政機関によるSNS公式アカウントを通じた情報発信の強化
㉗ハッシュタグの共通使用、公式アカウントのリンク掲載による情報拡散
㉘ＳＮＳ等での防災情報発信及びリツイート
㉙災害の切迫状況に応じたシームレスな情報提供【再掲】
㉚地方におけるメディア連携協議会の設置
㉛水害・土砂災害情報のオープンデータ化の推進

Ｆ：地域コミュニティー避難促進プロジェクト
㉜「避難インフルエンサー（災害時避難行動リーダー）」となる人づくり
㉝登録型のプッシュ型メールシステムによる高齢者避難支援 「ふるさと

プッシュ」
㉞電話とAＩを用いた災害時高齢者お助けテレフォンの開発
㉟道路利用者に対するリアリティーのある災害情報の提供【再掲】

3.2 災害情報の一元化・単純化による分かりやすさの追求
・気象、水害・土砂災害等の情報一元化
・一目で概況がわるような情報発信
・災害情報の「ワンフレーズ・マルチキャスト化」
・発信情報の地名や観測所の読み仮名付与
・プッシュ型情報をきっかけにブロードキャスト型情報から、リッチな

プル型情報に簡単にシームレスに遷移できる体系を構築

3.3 災害情報のローカライズの促進と個人カスタマイズ化の実現
・個人の行動を意識したブロードキャストメディア（テレビ・ラジオ）、

ネットメディアでのローカル情報の提供
・住民一人一人が情報を入手しやすくするよう、ネットメディアによる個人

カスタマイズ機能の提供

3.4 画像情報の活用や専門家からの情報発信など切迫感と
リアリティーの追求
・河川監視カメラ画像等を活用したリアリティーのある河川情報の提供
・国土交通省の職員等の専門家によるリアルタイムな解説、状況の切
迫性の伝達

3.5 災害モードへの個々の意思を切り替えさせるトリガー情報
の発信

・トリガー情報の定義によるメディアのメッセージの切り替え
・緊急速報メールが「生命に関わる緊急性の高い情報」であることを住

民に理解を促す

3.6 災害情報の入手を容易にするためのメディア連携の促進
・メディア特性を考慮したメディア間の誘導による住民が情報を入手し

やすい環境の創出
・テレビ、ラジオからの二次元コードやハッシュタグを通じたネット情報

への誘導
・地方における行政機関と地方のメディアの連携強化

3.7 地域コミュニティーの防災力の強化と情報弱者へのアプローチ
・地域の自主防災組織の長、防災士、自治会の長等の地域の防災リー

ダーになりうる人に正しく、切迫感のある情報を届ける
・親（高齢者）等が住むふるさとの危険情報を離れた子にメールで通知

するよう事前に登録し、子が電話等で避難を促す仕組みづくり

第３章 逃げ遅れゼロへのチャレンジ
「水害・土砂災害が迫る中で我々にできること」

平成30年7月豪雨において、浸水想定区域など事前に
危険情報が与えられていた地区で多くの被災者発生。

こうした状況を踏まえ、情報を発信する行政に加えて、情
報を伝える機能を有するマスコミ、ネットメディアの関係者
などが、「水防災意識社会」を構成する一員として、広範性、
即時性、双方向性、一覧性、高参照性などそれぞれが有
する特性を活かした対応策、連携策を検討し、住民避難行
動に結びつく災害情報の提供・共有方法を充実し、速やか
にその実施を図ることを目的に、プロジェクトを立ち上げ。

〇参加団体

第２章 平成30年7月豪雨にみる住民への
情報共有上の課題

①より分かりやすい情報提供のあり方は
②住民に切迫感を伝えるために何ができるか
③情報弱者に水害・土砂災害情報を伝える方法とは

・住民に危険性を示す情報、避難を促す情報も発信したに
もかかわらず、避難行動につながらず、亡くなった方が多
かった。

・住民は、身に危険が迫るまで避難を決断していない。
・災害情報に関心を示していない状況で、情報が直接的に

避難に結びついていない。
・各種の警告情報が流れる中、どのタイミングで逃げれば

よいのかわからない。
・平成30年7月豪雨で亡くなった方の大多数は高齢者。
・隣の人や消防団に避難をすすめられるまで、避難してい

ない。

プロジェクトの論点 本プロジェクトでは、４回のワーキングを開催し、参加者からそれぞ
れの災害に関する取組事例を紹介頂き、情報に関する課題や新たな
連携の可能性について意見交換を実施。

各参加者による具体的な取組事例については、プロジェクトレポート
に詳述。

第４章 プロジェクトメンバーの取組

2

3.1 プロジェクトのミッション。我々にできること
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住民自らの行動に結びつく
水害・土砂災害ハザード・リスク
情報共有プロジェクト 連携プロジェクト集

平成30年12月



水害・土砂災害ハザード・リスク情報共有プロジェクト

Ａ：災害情報単純化プロジェクト
～災害情報の一元化・単純化による分かりやすさの追求～

Ｂ：災害情報我がことプロジェクト
～災害情報のローカライズの促進と個人カスタマイズ化の実現～

Ｃ：災害リアリティー伝達プロジェクト
～画像情報の活用や専門家からの情報発信など切迫感とリアリティーの追求～

Ｄ：災害時の意識転換プロジェクト
～災害モードへの個々の意識を切り替えさせるトリガー情報の発信～

Ｅ：災害情報メディア連携プロジェクト
～災害情報の入手を容易にするためのメディア連携の促進～

Ｆ：地域コミュニティー避難促進プロジェクト
～地域コミュニティーの防災力の強化と情報弱者へのアプローチ～ 29



代表的な施策をご紹介

レポート本文
→結論だけでなく、過程での意見も記載

施策集

→全33施策を記載（本日は、一部省略）

全体像は、以下のサイトで
• http://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/hazard_risk/index.html
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これまで情報発信者がそれぞれ提供してきた災害情報をひとまとめで確認できるよう、気象
情報、水害・土砂災害情報および災害発生情報等を一元的に集約したポータルサイトを作
成する。

①水害・土砂災害情報統合ポータルサイトの作成

各
リ
ン
ク
先

リスク情報

河川情報 気象情報

被害情報 ライブ情報

避難情報

ダム情報土砂災害情報
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⑭マイ・ページ ～一人一人が必要とする情報の提供へ～

一人一人が必要な地域防災情報を一覧表示できる「マイ・ページ」機能を導入し、災害発
生時の速やかな行動に結びつける。
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地域のリスク情報を充実させるものとして、上流から下流まで連続して洪水危険度を把握
し、水位の実況値や予測値を分かりやすく表示する「水害リスクライン」により地先毎の危
険度情報を提供する。

⑨水害リスクラインによる地先毎の危険度情報の提供

現⾏の洪⽔予報・危険度の表⽰
⼀連の区間の中で最も危険な場所にあわせて発令されているために、
場所によっては、⾝近な地点の危険度や住⺠との切迫感とのずれが発⽣。

洪水の危険度、切迫性をわかりやすく提
供することで、住民の避難行動が円滑化

洪⽔予報の充実
これまでの３時間先の⽔位予測に加え、最⾼⽔位やその時間等の情報も提供す
るなど洪⽔予報の内容を充実

⽔害リスクラインを活⽤した洪⽔予報・危険度の表⽰
河川の区間毎や氾濫ブロック毎といったきめ細かな洪⽔情報等を実施するととともに、
⽔位情報、カメラ画像、浸⽔想定区域などの情報との⼀元化
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⑩ダム下流部のリスク情報の共有

地域のリスク情報を充実させるものとして、ダム下流部において、想定最大規模降雨によ
り当該河川が氾濫した場合の浸水想定図の作成・公表等を通じ、住民等に対して平常時
からリスク情報を提供し、洪水時における住民等の円滑かつ迅速な避難の確保等を図る。
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⑪ダムの状況に関する分かりやすい情報提供

ダム放流量や貯水池への流入量等の情報に加え、貯水位の状況、ダム下流河川の状況、
カメラ映像等の情報をテレビ等のメディアを通じて住民に提供する。

ケーブルテレビと連携した情報提供（九州地方整備局の例）

広告
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対象 情報提供内容・⽅法

ドライバー

住⺠
（避難者等）

○ＥＴＣ２．０による更なる防災情報提供 （一般道における拡充）
・ＣＣＴＶ画像、アンダーパス冠水情報

○VICSによる更なる防災情報提供の検討
（走行時に注意するエリアの地図上表示）

○車両プローブ情報を活用した官民連携による通れるマップ情報の強化
○道の駅や交通結節点における情報提供の強化
○路上変圧器を活用したデジタルサイネージによる情報提供 など

ナ
ビ
に
よ
る

大
雨
エ
リ
ア
の
提
供

広
島
市
・
呉
市
周
辺

通
れ
る
マ
ッ
プ

道
の
駅

「
た
け
は
ら
」

（広
島
県
竹
原
市
）

など

デ
ジ
タ
ル
サ
イ
ネ
ー
ジ

設
置
イ
メ
ー
ジ

ＥＴＣ２．０やデジタルサイネージ等のＩＣＴも活用し、ドライバーや避難者、住民等にリアリ
ティーがあり、分かりやすい災害情報の提供を図る。

⑰道路利用者に対するリアリティーのある災害情報の提供
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水害・土砂災害情報について、短いフレーズで意味を伝えられるように言葉を共通化しあ
らゆるメディアで共通して使用する「ワンフレーズ・マルチキャスト」を推進する。また、ラジ
オなど音声での伝達を想定し、情報配信の際には読み仮名を付けて配信する。

【○○県を流れる○○川で河川氾濫
発生（レベル５）】

○日○時○分、○○県を流れる○○
川に河川氾濫発生情報が発表され
た。

○○地方整備局○○河川事務所、

○○地方気象台の発表内容は以下
のとおり。

○○川では、氾濫が発生（レベル５）

「○○川では、○○地先付近におい
て氾濫が発生しました。（レベル５）
直ちに、市町村からの避難情報を確
認するとともに、各自安全確保を図る
など、適切な防災行動をとって下さ
い。」

・・・

短
い
フ
レ
ー
ズ

で
の
情
報

補

足

情

報

④「ワンフレーズ・マルチキャスト」の推進

洪水情報（例）

メディアの特性
に応じて追加

画像・映像情報や
詳細な文字情報など

よみがな

よみがな

よみがな

よみがな

読み仮名を
付与

マ
ル
チ
キ
ャ
ス
ト

ワ
ン
フ
レ
ー
ズ

「ワンフレーズ」を

様々なメディアで共
通的に使用
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本プロジェクトのような全国的な連携とは別に、地方におけるメディア連携協議会を、例えば、
地域に既に設置されている大規模氾濫減災協議会の下部組織に設置し、地方毎のメディア
関係者（地方紙、地域ＣＡＴＶ、地域ラジオ、ＮＨＫ地方局、地域民放等）の参加の下、関係者
の連携策と情報共有方策の具体化を検討する。また、メディアも連携した防災訓練を実施し、
地域の取組を強化する。

メディア分科会において連携策と情報共有方策を検討 メディア連携分科会

メンバー：
国、県、市町村、

地方紙、地域ＣＡＴＶ、地域
ラジオ、ＮＨＫ地方局、地域
民放等

大規模氾濫減災協議会

㉚地方におけるメディア連携協議会の設置

メディア連携防災訓練を検討・実施 38



⑫天気予報コーナー等での地域における災害情報の平常時からの積極的解説

行政機関と気象キャスターとの平常時からの連携を強化し、梅雨や台風シーズン期の平
時の天気予報や気象情報の放送時に、気象キャスターがその地域に根ざしたハザード情
報、リスク情報、水害・土砂災害情報等、河川の特徴や観測所の見方等を解説する。
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⑳緊急速報メールの重要性の住民への周知

緊急速報メールを受信した際に適切な行動をとることができるよう、緊急速報メールは「生
命に関わる緊急性の高い情報」であることをテレビやラジオ等のメディアを通じて周知する。

「生命に関わる緊急性の高い情報」を、

特定のエリアの対応端末に配信するも
の。

受信した場合は、

防災無線、テレビ、ラジオ等を活用し、お住まいの自治
体の指示に沿って落ち着いて行動してください。
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国土交通省職員など普段現場で災害対応に当たっている専門家がリアルタイムの状況を
テレビやラジオなどのメディアで解説し、状況の切迫性を直接住民に伝える。

⑱水害・土砂災害情報を適切に伝えるため専門家による解説を充実

国土交通省職員による解説事例
（平成２８年台風１０号（平成２８年８月３０日 放映）） 41



リアリティーのある気象の状況や河川の状況を住民一人一人に伝達するため、河川監視
カメラを活用し、通常の文字情報に加え、画像・映像によるリアリティーのある災害情報の
積極的な配信を行う。

スマートフォン、PCによる閲覧

テレビ放送（データ放送含む）

河川監視カメラ(増強)
河川監視カメラ(既設)

浸水想定区域

⑯河川監視カメラ画像の提供によるリアリティーのある災害情報の積極的な配信

インターネットライブチャンネル
等を活用した河川監視カメラ画
像配信
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プッシュ型情報

⑦災害の切迫状況に応じたシームレスな情報提供

台風接近の状況下など住民の関心が高まりつつある時点では、避難行動を解説する記事
の掲載や、ハザードマップや災害情報ポータルサイトの紹介を行い、一方で、発災直前に
は、緊急速報メール等のトリガー情報を契機としてより詳細なプル型のネット情報に誘導し
て危険情報を的確に伝えるなど適時適切でシームレスな情報を提供する。

水位上昇中
発災

発災数日前 発災直前

台風接近中

緊急速報メール等
平時から災害時へのトリガー

プル型情報
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台風接近時等のタイミングで、避難行動を解説する記事の掲載と合わせて、二次元コード
を新聞紙面に表示して災害情報サイトにリンクさせるなど、紙面からネット情報に導く。

㉒新聞等の紙メディアとネットメディアの連携
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災害時に、災害情報サイトへリンクする二次元コードをテレビ画面等に掲載することで、住
民が容易にネット上の災害情報ページにアクセスして必要な情報をシームレスに取得でき
る環境を構築する。

㉓テレビ等のブロードキャストメディアからネットメディアへの誘導

テレビ等に二次元コードを掲載し、ハ
ザードマップなどの詳細ページへ誘導

ハザードマップサイト

ポータルサイト

河川水位や河川カメラ情報

誘導

二次元コード
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ケーブルテレビ事業者が有する地域密着性というメディア特性を活かして、コミュニティー
FM等のラジオ放送からの音声放送や国土交通省の河川監視カメラ映像とのコラボレー

ション放送により、より身近な地域の防災情報を住民に届け、的確な避難行動につなげ
る。

⑧地域防災コラボチャンネルの普及促進

ケーブルテレビ局
はLアラート等

を用い情報配信

国交省からの
河川監視カメラ

映像配信

音声放送

二次元
コード
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行政機関がTwitter、LINE等のSNS上の公式アカウントを積極的に活用した情報発信を行うこ
とで、信頼性の高い災害情報を利用者にリアルタイムで提供する。また、SNSメディアとの連
携により行政職員に対する研修等を実施し、より効果的な公式アカウントの運営を促進する。

例：荒川下流河川事務所Ｔｗｉｔｔｅｒアカウント 例：九州地方整備局ＬＩＮＥアカウント

㉖行政機関によるSNS公式アカウントを通じた情報発信の強化

例：研修会の実施
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㉕災害情報のSNSへの発信力の強化

防災情報提供サイトにおいて、SNSへのリンク共有機能を追加すること等により、災害情報
の拡散、共有化を図る。

川の防災情報 水位観測所のページ

LINEやTwitter等
のボタンを追加！

利用者は、自分のコメント追記して、投稿す
ることが可能になり、正しい情報を拡散
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気象キャスター、ラジオパーソナリティー、アナウンサー等が、公式アカウントのツイートに対し
て積極的なリツイートを実施することで、発信元が確かな災害情報の拡散を図る。

㉘SNS等での防災情報発信及びリツイート

リツイートで多くのフォロワーに
情報が拡散

○○（気象キャスター）さんがリツイートしました

○○（気象キャスター）さんがリツイートしました
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「避難インフルエンサー（災害時避難行動リーダー）」※を育成・支援するとともに、災害時に
は、信頼性が高く切迫度が伝わる防災情報を届け、避難インフルエンサーからの周囲への積
極的な情報拡散を促すことで、地域コミュニティーの中での高齢者を含む情報弱者に対する
支援の強化を図る。

（例）
小学校での水防災学習等の推進

⇒水防災教育で学習した児童が家
庭内や将来の「避難インフルエン
サー」候補となることを期待

・災害や避難に関する情報への理解を促すため、「避難インフル
エンサー」に対して勉強会を実施

・「避難インフルエンサー」と自治体が連携し、災害時における
地域の円滑な避難に向けた意見交換会や避難訓練等を実施

○「避難インフルエンサー」育成・支援策

平常時

・「避難インフルエンサー」からの情報、地域
の連携・協働による円滑な避難

災害時

※「避難インフルエンサー（災害時避難行動リーダー）」とは、災害情報を正しく理解し、発信できる人・信頼される人で、災
害時にはリーダーとなって高齢者を含む周囲の人たちに情報を拡散させることで、避難に対して大きな影響を与える人。

○地域の大人や児童、
関係機関による避難訓練

国、都道府県、市町村、メディア

避難インフルエンサー

連携・協働し、避難

○ダム下流住民及び
関係機関への説明

災害情報伝達

個人 個人 個人 個人

㉜「避難インフルエンサー」となる人づくり

情報拡散・
行動支援
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避難行動に必要な情報の例

○マイ・タイムラインとは？

「逃げ遅れゼロ」の実現のため、テレビ、ラジオ、ネットメディア等と連携して、一人一人の災
害時の防災行動計画（「マイ・タイムライン」）の検討の手引きや策定ツールを全国で共有す
るとともに専門家を紹介する等により、「マイ・タイムライン」の普及拡大を図る。

※「マイ・タイムライン検討の手引き」より
（鬼怒川・小貝川下流i域大規模氾濫に関する減災対策協議会）

「マイ・タイムライン」

○ 避難行動を判断する時に

有効な情報

・台風・降雨・河川・避難情報等

○ 情報を知る手段

・テレビ、ラジオ、Ｗｅｂサイト、

スマートフォン

○ 地区の特性

○ 過去の水害

○ 地形の特徴

○ 最近の雨の降り方と傾向

○ 浸水想定

テレビ、ラジオ、ネッ
トメディアと連携

・検討の手引き
・作成支援ツール

等を共有

災害状況の変化に応じて自分
自身の家族構成や

⑬テレビ、ラジオ、ネットメディア等と連携した「マイ・タイムライン」の普及促進

生活環境に応じた
“自分の逃げ方”の
ような防災行動を
住民一人一人があ
らかじめ検討し、と
りまとめたもの。

知る

気づく

考える

○マイ・タイムラインの作成方法

取組・支援
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災害情報に関する登録型のプッシュ型メールを充実させ、一人暮らしの親等が住む地域の水
位情報や浸水リスクを、離れて暮らす子供等親族に通知する「ふるさとプッシュ」を開発、提供
することで、親族による避難の声かけ（人から人）を支援し、住民の避難行動を促す。

㉝登録型のプッシュ型メールシステムによる高齢者避難支援 「逃げなきゃコール」

登録型のプッシュ型
メール配信システム

▼対象者
・親
・祖父母
・叔父叔母 等

▼対象者の住所

▼防災情報選択
・避難判断水位
・氾濫危険水位
・避難指示 等

逃げなきゃ
コール！

子への
メール

自分が生まれたときの
母親との写真等も登録可

発災時

子 登録

・あなたの親が住む地域の○○川の水位が
避難判断水位に達しました。
（参考）
ハザードマップでは、あなたの親の住む地域
の浸水深は約５ｍです。

親

避難の
声かけ電話

避難へ
テレフォン・ネットAI

サービスの活用

マイ・

タイムライン
の確認

登録情報
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水災害・土砂災害

お役立ち国交省関連サイト
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防災情報提供センターサイト
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国土交通省が保有する防災情報を「国土交通省災害対応」「河川情報」「気象情報」「渇水
情報」「道路情報」「地域の降雨状況」「地震・津波・火山・地殻変動情報」「港湾・海洋情報」
の８カテゴリーに分類し、集約。http://www.mlit.go.jp/saigai/bosaijoho/

二次元コード



水情報国土データ管理センターサイト

55

国土交通省水管理・国土保全局が保有する水に関する情報（「川の防災情報」「平常時か
らの防災情報」「水文水質データベース」「河川環境データベース」「水害統計調査」等）につ
いて、一元的に集約、処理し提供。https://www5.river.go.jp/

二次元コード



川の防災情報サイト

「川の防災情報」サイトにおいて、河川水位、レーダー雨量及びリアルタイムの川の画像等
を、パソコンやスマートフォンで閲覧が可能。

赤：はん濫危険情報発表

橙：はん濫警戒情報発表

黄：氾濫注意情報発表リアルタイムの川の画像

リアルタイムの川の水位

GPS機能により、即座に自分
がいる場所の状況を表示可能

パソコン：http://www.river.go.jp/
スマートフォン：http://www.river.go.jp/s/

洪水の浸水想定区域図

洪水予報等の発表状況（イメージ）

川の防災情報配信データ一覧

56

二次元コード

スマートフォン版の配信



川の防災情報【英語版（試行版）】サイト

近年急増する外国人観光客や在日外国人などを含めた洪水被害からの逃げ遅れゼロを目
指すため、河川の水位情報やリアルタイムのカメラ画像などから洪水の危険性を把握でき
る「川の防災情報 英語版【試行版】」を配信。https://www.river.go.jp/e/

57二次元コード

川の現況に関する情報

【河川横断図】
川の⽔位とまち側の地盤
の⾼低差を断⾯図で表⽰

【ハイドログラフ】
川の⽔位の時間的な
変化をグラフで表⽰

【河川状況カメラ画像】
河川の状況が把握可能な
ライブ映像を表⽰

川の⽔位に関する情報

【XRAIN】
現在の⾬域を表⽰

【浸⽔想定区域図】
場所の浸⽔深を表⽰

ベースマップ
（表⽰切替）

洪⽔リスクをプッシュで通知！

【平時の表⽰】

現在地（GPS機能が動いている場合）や
タップした場所（画⾯中央）から、２Km
以内に避難判断⽔位を超過している観測
所があれば、ポップアップで通知しま
す。

近
隣
の
⽔
位
計
で

避
難
判
断
⽔
位
を
超
過 アクセスはこちらから

https://www.river.go.jp/e/
（パソコン・スマートフォン共通）



川の水位情報サイト
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国、都道府県の河川水位情報を一元的に
提供。河川カメラも表示。
https://k.river.go.jp/

②リアルタイムの河川⽔位に対応して表
⽰の⾊が変化し、危険度がわかります。

③河川カメラのアイコンを選択するこ
とで河川の状況が簡単にみられます。

①危機管理型⽔位計に加え、通常⽔位計
や河川カメラが同⼀画⾯に表⽰されます。

（イメージ）

■特徴的な機能

（イメージ）

危機管理型⽔位計

通常⽔位計

河川カメラ
氾濫危険⽔位

避難判断⽔位

二次元コード



河川監視カメラ映像の提供(川の防災情報内など）

河川監視カメラの映像については、「川の防災情報ＨＰ」ほか、国土交通省の「事務所HP」な
どにおいて公開。

川の防災情報ＨＰでカメラ映像を公開
(約2700箇所の映像を提供)

二次元コード
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国土交通省ハザードマップポータルサイト

○全国の防災情報を１つの地図上で重ねて閲覧可能。
○全国の市町村のハザードマップを検索、閲覧可能。
○重ねるハザードマップにおいて公開中の洪水浸水想定区域および土砂災害警戒区域の
情報をオープンデータとして提供開始（10/3）
※上記データの活用促進を目的に、同データ等を活用した防災アプリの公募を国土地理院で実施（10/3公募開始）

わがまちハザードマップ
全国の市町村のハザードマップを閲覧することができます。

重ねるハザードマップ
様々な防災に役立つ情報を、全国どこでも１つの地図上で重ねて閲
覧できます。

⼟砂災害危険箇所

洪⽔浸⽔想定区域

道路冠⽔想定箇所
緊急輸送道路
事前通⾏規制区間

写真

1つの地図に重ね合わせて閲覧
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洪水ハザードマップは約９８％の市町村で公表済み
（平成３０年６月時点）

土砂災害ハザードマップは約８３％※の市町村で
公表済み（平成３０年３月時点）

https://disaportal.gsi.go.jp/

洪水ハザードマップ
対象1,340市町村
（平成30年6月）

土砂災害ハザードマップ
対象1,528市町村
（平成30年3月）

未公表
未公表

公表済1,313市町村 公表済1,272市町村

※土砂災害防止法に基づくハザードマップであり、土砂災害危険箇所をベースと
したハザードマップを含んでいない

二次元コード



浸水ナビ（地点別浸水シミュレーション検索システム）

＜システムの主な機能＞

指定地点

出水時に監視すべき、河川の水位
情報（テレメータ水位）の表示が可能

指定した地点における浸水シミュレー
ショングラフの表示が可能

選択した地点の堤防が決壊し
た場合の最大浸水領域・浸水
深や浸水深の時間変化アニ
メーションの表示が可能

指定した地点に浸水をも
たらすと想定される堤防の
決壊地点の検索が可能

選択
した地点

浸水領域内の任意
の場所の浸水ラン
クを表示可能

浸水ナビ https://suiboumap.gsi.go.jp/ 浸水ナビ 61

二次元コード



統合災害情報システム（ＤｉＭＡＰＳ）

地震や風水害などの自然災害発生時に、いち早く現場から災害情報を収集して、地図上に
重ね合わせた情報を表示。 http://www.mlit.go.jp/saigai/dimaps/

二次元コード
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国土交通省ＨＰ（土砂災害に関する情報）

63

土砂災害防止法に基づく警戒区域の基礎調査、指定状況等のデータ、土砂災害警戒情
報や土砂災害から身を守るための知識・資料等の紹介。

http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sabo/index.html

○土砂災害防止法

例：基礎調査完了区域数の推移

土砂災害警戒区域の基礎調
査、指定状況、要配慮者利用施
設等に関する統計データ等を掲
載

○土砂災害警戒情報（都道府県ＨＰにリンク）

例：長野県調べたい都道府県をクリック

○土砂災害映像ライブラリ

例：土石流(長野県 焼岳上々堀沢)

効果事例砂防施設の働き

○砂防施設の働き・効果事例等

二次元コード



ご清聴ありがとうござました

国土交通省水管理・国土保全局
河川計画課 河川情報企画室長

島本 和仁
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http://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/hazard_risk/index.html


